
「共済ニュース すこやか」は、年４回、４･７･10･１月にお届けします。奈良県市町村職員共済組合

2013
共済ニュース

No.233

₂ 平成25年度事業計画及び予算の概要について
₆ 新しく組合員になられた皆さんへ　

₁₀ 被扶養者の認定要綱等の一部を変更しました （平成25年4月1日施行）

●ご家庭にお持ち帰りいただき、ご家族でご覧ください。

組合員の現況 ︵平成25年 2月末現在 ︶
組合員数 男：9,064人  女：4,721人� 計：13,785人
任意継続組合員 295人  被扶養者数 ︵任継除く ︶� 16,368人

2 第146回組合会が開催されました

7 個人情報の取り扱いについて
ジェネリック医薬品を活用し、お薬代を節約しましょう!!

8 医療費の節約にご協力を

9 特定保険料率に相当する財源率について
70歳から74歳の方に係る医療費自己負担割合について
本年9月に長期給付に係る掛金率が引き上げられます

13 平成25年4月から 短期給付の附加給付が変更されます!　
組合員貯金を利用しましょう!!　＜年利1.2%＞

14 平成25年度の保健事業における変更点について
健︵検︶診事業について　「予防」の意識を大切に

16 優待割引事業に関するお知らせ　割引に係る変更と施設の追加

17 貸付制度の一部を変更しました　貸付事故者の貸付取扱基準の変更（平成25年4月1日施行）

18 被用者年金一元化法について　平成27年10月から年金制度が変わります

19 年金額が減額されます

20 平成25年度「年金相談会」開催のお知らせ
地共済年金情報Webサイトをご利用ください

21 基礎代謝アップ おなかの筋肉を鍛える

22 お口の健康　定期検診のススメ（その2）

23 保養施設のご案内　ホテルセントノーム京都・東京グリーンパレス

24 電話健康相談／健康･心のオンライン／メンタルヘルス相談　メンタルヘルス相談施設が増えました
奈良県市町村職員共済組合　公式ホームページをご利用ください!

メンタル
ヘルス

相談施設が

増えました
!

貯金は、組合員貯金へ
貯金利率　

 年利 1.2％ !
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平成25年度事業計画・予算の基礎数値

○期末手当等と掛金・負担金との割合� （単位：‰）
� 財源率

組合員種別

短期 介護 調整負
担金

公的負
担金

長   期 基 礎 年 金
拠出金に係る
公的負担金

保健
4月～8月 9月～3月

掛　金 負担金 掛　金 負担金 掛　金 負担金 掛　金 負担金 掛　金 負担金

一般組合員 一般職 48.60 50.36 5.68 5.68 0.200 0.230 81.08 81.38 82.85 83.15 36.10 1.90 1.90 
特別職 48.60 50.36 5.68 5.68 0.200 0.230 81.08 81.38 82.85 83.15 36.10 1.90 1.90 

市 町 村 長 組 合 員 48.60 50.36 5.68 5.68 0.200 0.230 81.08 81.38 82.85 83.15 36.10 1.90 1.90 
特 定 消 防 組 合 員 48.60 50.36 5.68 5.68 0.200 0.230 81.08 81.38 82.85 83.15 36.10 1.90 1.90 
長 期 組 合 員 1.52 1.52 - - - 0.230 - - - - - 1.90 1.90 
市町村長長期組合員 1.52 1.52 - - - 0.230 81.08 81.38 82.85 83.15 36.10 1.90 1.90 
継 続 長 期 組 合 員 - - - - - - 81.08 81.38 82.85 83.15 36.10 - -

組合会が
開催されました

○地方公共団体の数（平成25年度末推計）
市 町 村 一部事務組合等 計
12 15 12 33 72

○組合員・被扶養者数（平成25年度末推計）�（単位：人）

種    別 組合員数 被 扶 養 者 数
組合員１人当たり

一 般 組 合 員
（ う ち 特 別 職 ）

11,951
(88)

13,253
(84)

1.11
(0.95)

長 期 組 合 員
（ う ち 特 別 職 ）

0
(0)

－
－

－
－

市 町 村 長 組 合 員 35 46 1.18
市町村長長期組合員 4 － －
特 定 消 防 組 合 員 1,729 2,958 1.71

小　計 13,719 16,257 1.18
継 続 長 期 組 合 員 0 － －
任 意 継 続 組 合 員 286 245 0.86

小　計 286 245 0.86
合　計 14,005 16,502 1.18

○給料総額・期末手当等の総額（平成25年度推計）� （単位：千円）

種　別
給料総額 期末手当等の総額

長　期 短　期 長　期 短　期

一般組合員 3,838,569 3,845,125 17,012,023 17,030,655

（うち特別職） (48,576) (52,008) (187,489) (192,212)

長期組合員 0 0 0 0

（うち特別職） (0) (0)

市町村長組合員 21,174 23,176 99,232 99,248

市町村長長期組合員 2,460 2,952 10,363 11,715

特定消防組合員 520,204 520,204 2,361,210 2,361,210

継続長期組合員 0 － 0 －

任意継続組合員 － 82,593 － －

合　計 4,382,407 4,474,050 19,482,828 19,502,828

○給料と掛金・負担金との割合� （単位：‰）
� 財源率

組合員種別

短期 介護 調整負
担金

公的負
担金

長   期 基 礎 年 金
拠出金に係る�
公的負担金

保健
4月～8月 9月～3月

掛　金 負担金 掛　金 負担金 掛　金 負担金 掛　金 負担金 掛　金 負担金

一般組合員 一般職 60.75 62.95 7.10 7.10 0.250 0.2875 101.3500 101.7250 103.5625 103.9375 45.125 2.375 2.375
特別職 48.60 50.36 5.68 5.68 0.200 0.230 　81.08 　81.38 　82.85 　83.15 36.10 1.90 1.90 

市 町 村 長 組 合 員 48.60 50.36 5.68 5.68 0.200 0.230 　81.08 　81.38 　82.85 　83.15 36.10 1.90 1.90 
特 定 消 防 組 合 員 60.75 62.95 7.10 7.10 0.250 0.2875 101.3500 101.7250 103.5625 103.9375 45.125 2.375 2.375
長 期 組 合 員 1.52 1.52 - - - 0.230 - - - - - 1.90 1.90 
市町村長長期組合員 1.52 1.52 - - - 0.230 　81.08 　81.38 　82.85 　83.15 36.10 1.90 1.90 
継 続 長 期 組 合 員 - - - - - - 101.3500 101.7250 103.5625 103.9375 45.125 - -
任 意 継 続 組 合 員 123.70 - 14.20 - - - - - - - - - -

　平成 25 年 3 月 5 日（火）、「奈良県市町村会館」において第 146 回組合会
が開催されました。
　選第１号の監事の選挙におきまして、市町村長側議員から「森下 豊議員（橿
原市長）」が、職員側議員から「上高垣内 敬史議員（東吉野村）」がそれぞれ選
出されましたほか、各議案とも慎重な審議が行われ原案どおり議決されました。

平成 25 年度事業計画及び予算の概要について
平成 25 年度事業計画及び予算は下表をもとに計上しており、各経理の概要は次頁以降をご覧ください。

第146回
組 合 会

日 程 第 1 選 第 1 号 市町村長である議員及び市町村長以外の議員のうちから選挙する監事の選挙について
日程第 2 選第 2 号 学識経験を有する者のうちから選挙する監事の選挙について
日程第 3 議第 1 号 奈良県市町村職員共済組合定款の一部を変更（案）することについて
日程第 4 議第 2 号 奈良県市町村職員共済組合職員の給与に関する規程の一部を変更（案）することについて
日程第 5 議第 3 号 平成 24 年度変更事業計画及び予算（案）について
日程第 6 議第 4 号 平成 25 年度事業計画及び予算（案）について

すこやか2 No.233
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当期介護損失金
当期短期損失金
その他
介護掛金 ( 任継含む )
介護負担金
前年度繰越支払準備金
補助金等収入（調整交付金等）
短期掛金 ( 任継含む )
短期負担金 ( 調整負担金含む )

業務経理への繰入・その他
介護納付金
次年度繰越支払準備金
連合会払込金・拠出金等
老人保健・退職者給付拠出金
前期高齢者納付金・後期高齢者支援金等
給付金 ( 一部負担金払戻金含む )

○短期経理収支内訳

収入 10,435,843 千円 短期負担金(調整負担金含む)4,287,009千円 短期掛金 (任継含む )4,223,977千円

補助金等収入（調整交付金等）496,077千円
前年度繰越支払準備金738,400千円

介護負担金335,270千円
介護掛金 (任継含む )348,393千円

その他6,717千円

当期短期損失金
492,226千円

当期介護損失金
23,354千円

支出 10,951,423 千円 給付金 (一部負担金払戻金含む )4,912,959千円 前期高齢者納付金・後期高齢者支援金等
3,316,311千円

老人保健・退職者給付拠出金391,163千円
連合会払込金・拠出金等811,046千円

介護納付金706,372千円
次年度繰越支払準備金780,197千円

業務経理への繰入・
その他33,375千円

○長期経理収支内訳

収入 18,897,528 千円

負担金 (追加費用・払込金含む )11,976,023千円

掛金
6,921,505千円

負担金払込金11,976,023千円

掛金払込金
6,921,505千円

支出 18,897,528 千円

○預託金管理経理収支内訳

収入 144,786 千円

利息及び配当金144,786千円

支出 144,786 千円

支払利息144,786千円

　この経理は、短期給付事業（医療給付や各種給付金などの医療保険制度）と介護保険料徴収に係る
経理です。
　平成 25 年度は、収入において財源率の引下げにより 420,942 千円（注）の減、支出において主に医療費
の増加及び前年度に生じる見込みの利益金から全国連合会より交付を受けた財政調整交付金を返還する
ことにより 472,237 千円（注）の増を見込み、515,580 千円の当期損失金を生ずる見込みです。その内訳とし
ては、短期部分で当期損失金 492,226 千円、介護部分で当期損失金 23,354 千円が生ずる見込みで、短期
部分では前年度より繰り越した積立金を取り崩して一部補てんし、なお損失金が生じるため前年度より

繰り越す欠損金補てん積立金を取り崩し、また介護部分では前年度より繰り越す介護積立金を取り崩してそれぞれ充当します。
　なお、本年度の掛金・負担金率については、前年度の医療費等の減少により財源率を引き下げた結果、負担金率は引下げる
一方で、財政調整事業の調整基準率引き上げに伴い、掛金率は余儀なく引上げることとなります。

　この経理は、平成 19 年４月からの
全国市町村職員共済組合連合会（以
下「全国連合会」という。）への長期
給付事業の一元的処理の実施に伴い、
各共済組合が所属所からの掛金・負
担金の徴収を行い、全国連合会へ払
込みを行う経理です。

　平成 25 年度は、収入において掛金・負担金率の段階的引
き上げがあるものの、追加費用の減少などにより 160,944 千
円（注）の減を見込み、支出においては収入の全額を全国連合
会へ払い込むこととなり、損益は生じないことになります。
　なお、掛金・負担金率については本年 9 月より引き上げ（9 
頁参照）されます。

　この経理は、長期経理同様、平成
19 年 4 月からの長期給付事業の一元
的処理の実施に伴い、主に全国連合会
からの預託金（貸付経理への貸付金や
縁故地方債など）の管理・運用を行う
経理です。
　平成 25 年度は、収入において貸付

経理への貸付金の減少などにより30,500 千円（注）の減を見込み
ましたが、支出においては収入の全額を全国連合会へ払い込む
こととなり、損益は生じないことになります。

� ＊文中の（注）の数値は前年度予算額との対比額（増減額）を表す。

長期経理

預 託 金
管理経理

短期経理

3平成 25 年 （2013）　4 月
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　この経理は、組合員やその家族の福
利厚生や健康保持・増進などを目的と
した各種事業を行う経理です。
　平成 25 年度は、収入において組合
員数の減少等（掛金・負担金率は前年
度と同率）により 12,372 千円（注）の減、
支出においては特定健診の受診率の

向上を見込みつつ、既存事業の見直し等を進めることにより
17,381 千円（注）の増を見込みましたが、603 千円の当期利益金
を生ずる見込みです。
　なお、新年度においては、ガン検診の充実を図ることを目
的に、前立腺ガンに対応する PSA 検査及び卵巣ガンに対応
する CA125 検査を人間ドック検査項目に追加しています。

○保健事業計画の費用内訳

　この経理は、平成 20 年度末をもって
宿泊事業を廃止（宿泊施設を閉館）し
たことに伴い、建物及び土地の処分が
完了するまでの間の維持管理費用等を
処理する経理です。
　平成 25 年度は、収入において僅か
な利息収入を見込み、支出においては

建物の維持管理費用や減価償却費等を見込んでおり、20,641
千円の当期損失金を生ずる見込みです。
　現在、その建物及び土地について、早期の売却に向け取り組
んでおります。

項 　 目 　 平成25年度

保
健
関
係

成 人 病 健 診 28,882

大 腸 検 査 2,463

精 密 検 査 4,667

歯 周 病 検 診 2,927

婦 人 科 健 診 17,991

人 間 ド ッ ク 156,933

電 話 健 康 相 談 1,374

メ ン タ ル ヘ ル ス 相 談 820

健 康 コ ン テ ン ツ 100
小　計 216,157

項 　 目 　 平成25年度

保
養

関
係

保 養 施 設 利 用 助 成 4,742
小　計 4,742

図
書

関
係

保 健 関 係 図 書 1,969
小　計 1,969

講
座
関
係

食 生 活 健 康 講 座 105
健 康 づ く り 教 室 400
衛 生 管 理 者 研 修 会 120
ライフ プ ラン セミナ ー 800

小　計 1,425
保
健
指
導

特
定
健
診

特 定 健 康 診 査 19,728
特 定 保 健 指 導 12,445

小　計 32,173

項 　 目 　 平成25年度

そ
の
他

旅 費 326
諸 謝 金 160
事 務 費・電 算 処 理 費 用 2,964

（仮称）医療費増嵩対策協議会 50
小　計 3,500

　 計 259,966
広　　報 570

合　計 260,536

　この経理は、短期給付や長期給付に
要する事務費、人件費等を含む共済組
合の全体的な経費を賄う経理です。
　平成 25 年度は、収入において事務
費負担金の減額と組合員数の減少に
より 1,889 千円（注）の減、支出におい
ては他経理との経費配分の変更から

3,134 千円（注）の増を見込みましたが、1,653 千円の当期利益
金を生ずる見込みです。
　なお、今後も組合員数の減少が見込まれることから、単年度
ごとの節約ではなく、財政健全化計画（平成 20 年度策定）に
基づく計画的な毎年度の経費抑制に取り組むこととしています。

保健経理

宿泊経理

業務経理

利息及び配当金・その他

掛金・負担金

○保健経理収支内訳

収入 325,914 千円

掛金・負担金325,388千円

支出 325,311 千円

厚生費227,793千円

特定健康診査等費32,173千円

利息及び配当金・その他526千円

職員給与19,829千円
旅費・事務費5,686千円

その他39,830千円
当期利益金603千円

○宿泊経理収支内訳

収入 27千円

当期損失金20,641千円

支出 20,668 千円

減価償却費13,619千円

雑収入0円　その他27千円

負担金3,137千円
その他3,912千円

○業務経理収支内訳

収入 222,908 千円

負担金143,805千円

連合会交付金52,297千円

利息及び配当金・その他26,806千円

支出 221,255 千円

職員給与91,351千円

旅費・事務費15,334千円
その他50,702千円

当期利益金1,653千円

事務費負担金払込金63,868千円
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　この経理は、住宅取得等に係る資金が必要なときやご家族の入学・修学にかかる費用が必要なとき
などに、共済組合がその資金を融資することにより、組合員の皆さんの生活の安定を図ることを目的
とした経理です。
　平成 25 年度は、収入において貸付残高の減少により貸付利息が大幅に減少することなどにより
47,363 千円（注）の減、支出においては支払利息の減少などにより 49,884 千円（注）の減を見込むことなどで、
520 千円の当期利益金を生ずる見込みです。
　なお、不良債権額の割合が高く、それらに対する保険金（債権保全事業）のための保険料となる「連

合会払込金」が経費の多くを占めていることから、貸付事故の防止のための周知活動を一層強化することとしています。

　この経理は、貯金加入者の皆さんからお預かりしたお金を、安全かつ効率的に運用することで収益
を得て、利息として還元することを目的とした経理です。
　平成 25 年度は、収入において資産に対して約 1.42%の運用利回りを見込むことにより 25,002 千円（注）

の減、支出においては主に年利 1.2%の支払利息を維持することにより 2,935 千円（注）の減を見込みまし
たが、80,340 千円の当期利益金を生ずる見込みです。
　なお、厳しい金融情勢が続く中、
資産運用にあたっては、投資銘柄を

十分精査し、安定的な収入の確保に努めてまいりますが、期
中においても運用益の状況を勘案して、支払利率の変更を適
宜行うことといたします。

○貯金の加入状況見込み
平成25年度末推計

貯 金 額 62,403,438千円
貯 金 者 数 9,563人
貯 金 者 １ 人
当たりの貯金額 6,525千円
組 合員 加 入率 68.33％
支 払 利 率 1.2％

○貸付条件・貸付状況� ※平成25年4月現在

種　類 貸付条件 貸付状況（平成25年度末推計）
利率（年） 最高限度額 償還期間 措置期間 件　数 貸付金額 割　合

普通貸付 2.66％  　2,000千円  　120月 ― 月 913件 571,000千円 10.69 %
住宅貸付 2.66    18,000 360 ― 1,196 4,324,000 80.92　

災
害
貸
付

家財
2.22    
(1.72)    

　2,000 120 ― 0 0 0.00　
住宅 18,000 360 ― 4 13,400 0.25　

（阪神・淡路） （0） （0）
再貸付 2.22    19,000 360 ― 1 600 0.01　

（阪神・淡路） (1.72)    （0） （0）
激甚災害による

猶予利息 1.72    ―      ― 24 ―    ―    ―    

在宅介護対応住宅貸付 2.40    　3,000 330 ― 32 51,000 0.95　

特
別
貸
付

医療 2.66    　1,000 120 ― 1 100 0.01　
入学 2.66    　2,000 120 ― 25 10,500 0.20　
修学 2.66    　7,200 150 72 321 330,000 6.18　
結婚 2.66    　2,000 120 ― 44 38,200 0.71　
葬祭 2.66    　2,000 120 ― 7 4,400 0.08　

高額医療貸付 無利息 高額療養費相当額 高額療養費が支給されるとき�
支給される額より償還する 0 0 0.00　

出産貸付 無利息 出産費等相当額 出産費等が支給されるとき
支給される額より償還する 0 0 0.00　

合　計 2,544　 5,343,2000 100.00　

� ＊文中の（注）の数値は前年度予算額との対比額（増減額）を表す。

貸 付 経 理

貯 金 経 理

○貸付経理収支内訳

収入 159,173 千円

組合員貸付金利息 (保険料充当金含む )158,390千円

その他783千円

支払利息138,089千円

連合会払込金9,877千円
職員給与3,304千円

旅費・事務費1,634千円

その他5,749千円
当期利益金520千円

支出 158,653 千円

○貸付経理収支内訳

収入 159,173 千円

組合員貸付金利息 (保険料充当金含む )158,390千円

その他783千円

支払利息138,089千円

連合会払込金9,877千円
職員給与3,304千円

旅費・事務費1,634千円

その他5,749千円
当期利益金520千円

支出 158,653 千円

○貯金経理収支内訳

収入 923,311 千円

利息及び配当金909,684千円

その他13,627千円

支出 842,971 千円

支払利息755,469千円

職員給与44,261千円
旅費・事務費11,788千円

その他31,453千円

当期利益金80,340千円
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各事業の詳しい内容は共済組合のホームページをご覧ください。

http://www.kyosai-nara.jp/
各種届出に必要な申請書類は「組合員のページ」からダウンロードすることができます。

　地方公務員の共済制度は、相互扶助によって組合員及びそのご家族（被扶養者）の生活の安定と 

福祉の向上を図ることを目的に設けられており、この目的にそって「短期給付事業」、「長期給付事業」、

「福祉事業」の３つを柱とする事業を行っています。

短期給付事業	（担当課：保険課　TEL 0744-29-8264）

◦��組合員と被扶養者の病気、けが、出産、死亡、休業又は災害等に対して必要な給付を行って
います。

◦��組合員の資格取得・喪失・異動、被扶養者の認定や取り消しに関する事務を行っています。

◦��掛金、負担金の調定及び徴収に関する事務を行っています。

長期給付事業	（担当課：年金課　TEL 0744-29-8266）

◦�組合員の退職、障害又は死亡に対する年金又は一時金の支給に関する事務及び年金相談など
を行っています。 

（注：長期給付事業は全国市町村職員共済組合連合会が一元的に処理を行っています）

福祉事業	 	 （担当課：福祉課　TEL 0744-29-8267）

保健事業（健康保持・健康増進事業、疾病予防対策）
◦�人間ドック・婦人科健診・歯周病検診費用の助成、特定健康診査・特定保健指導、保養施設

利用助成、各種健康講座の開催、育児図書配布、電話健康相談等を行っています。

貯金事業
◦�組合員の皆さんからお預かりした資金を効率的かつ安全に運用し、その運用益を利息として

還元しています。

　年利率：１．２％（平成 25 年 4 月 1 日現在）

貸付事業
◦�臨時の出資に必要な資金（普通貸付・特別貸付）や住宅等の取得のために必要な資金（住宅貸付）

等の貸付を行っています。

上記以外	 	 （担当課：総務課　TEL 0744-29-8261）

新しく組合員になられた皆さんへ
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個人情報の取り扱いについて

ジェネリック医薬品を活用し、お薬代を節約しましょう！！
◎ジェネリック医薬品ってどういう薬？
　ジェネリック医薬品は、厚生労働省が先発医
薬品と同等と認めた医薬品です。先発医薬品の
特許満了後に、有効成分、分量、用法、効能及
び効果が同じような医薬品として新たに申請さ
れ、製造・販売される安価な医薬品です。

◎ジェネリック医薬品の利点は？
　平均するとジェネリック医薬品のお
薬代は、先発医薬品の約半額ですの
で、医療費が大きく節約でき
ます。

◎ジェネリック医薬品を活用するには？
　「ジェネリック医薬品希望カード」を提示し
て、ジェネリック医薬品の処方希望を伝えま
しょう。カードが無い場合でも、
ジェネリック医薬品を希望する
ことを申し出いただくことで、
利用することができます。

◎自分が使用している薬のジェネリック医
薬品はどうしたら分かる？
　日本ジェネリック医薬品学会ホームページに
アクセスしてください。

『かんじゃさんの薬箱』　　　　　
http://www.generic.gr.jp　　

　組合員及び被扶養者並びに年金受給者の皆さんの個人情報は、共済組合が業務を行う上でなくてはな
らないものであり、その取り扱いについては共済組合の個人情報保護に関する基本方針に基づき安全に
保管し、適正に取り扱うことを最大の課題と認識し事業運営を行っています。

◦組合員にかかる給付方法と医療費のお知らせ等に関する同意について
　�　共済組合では、皆さんが医療機関の窓口で高額な自己負担額を支払った場合、組合員からの請求に

基づかず、医療機関からのレセプトに基づき給付をしています。また、医療費増嵩対策のひとつとして、
医療費や健康に関心を持っていただくことを目的に、世帯単位で医療費のお知らせ等を作成していま
す。これらの取り扱いについては、本人の同意が求められています。つきましては、次のことについ
て皆さんからのご異議がなければ同意されたものとみなしますのでご了承ください。

　　　① 高額療養費、一部負担金払戻金等を本人の請求に基づかずに支給すること

　　　②「短期給付決定及び送金通知書」（一覧表）を所属所長に送付すること

　　　③「医療費のお知らせ」等を世帯単位で作成すること

　�　なお、①について同意されない場合は、高額療養費、一部負担金払戻金等は、組合員の皆さんがそ
の都度共済組合へ請求していただくことになります。

◦保健事業における個人情報の取り扱いについて
　�　本組合が保有する組合員・被扶養者の皆さんの個人情報を基に疾病予防に関する各種健診の受診券

等を発行し、所属所を通じて配付しています。これらについては、本人の同意を求めておりませんが、
次のことについて、ご異議がなければ同意されたものとみなしますのでご了承ください。

　　　① �成人病健診の対象者に受診票を発行すること

　　　② 成人病健診の結果、精密検査の該当者に精密検査受診票を発行すること

　　　③ �歯周病検診の対象者に受診券を発行すること

　　　④ �特定健康診査の対象者に受診券を発行すること

　　　⑤ �特定健康診査の結果、特定保健指導の該当者に利用券を発行すること

とんぷく

処方箋
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医 療 費 の 節 約 に ご 協 力 を

短期給付事業に必要な額
＝短期財源率

短期掛金の標準となる給料の総額
（短期標準給料総額）

　 短 期 給 付 事 業 　 平成 25 年度予算額 組合員１人当たりの金額

医 療 給 付 療養費・高額療養費・出産費など、
医療機関受診にかかる費用です。 4,595,537 千円 約 327,000 円

休 業 給 付
傷病手当金・出産手当金・育児
休業手当金・介護休業手当金・
休業手当金のことです。

312,073 千円 約　22,000 円

高齢者に対す
る 支 援 な ど

前期高齢者納付金・後期高齢者
支援金・老人保健・退職者給付
拠出金のことです。

3,707,474 千円 約 264,000 円

これら短期給付事業に、組合員１人当たり年額 60 万円以上の費用がかかっています。

「平成 25 年度事業計画及び予算の概要について（２頁）」のとおり、平成 25 年度の掛金・負担金率が決ま
りました。

皆さんが、 医療機関等で受診されますと、医療費の１～３割を自己負担されますが、残りの７～９割は共
済組合が医療機関等に支払っています。

この医療機関等への支払いは、組合員の皆さんからの掛金及び所属所からの負担金で賄われています。

短期給付事業のうち、各給付金、高齢者に対する支援金などを、平成 25 年度の予算額を基に１人当たり
の年額に換算すると次の金額になります。

この費用は、給料・期末手当に「短期財源率」を乗じた額で賄われ
ています。「短期財源率」は下記算式により算出いたしています。

奈良県は、全国 47 都道府県の中で 
４番目に高い財源率となっています。

（平成 24 年度の短期財源率）

医療費の増加は短期財政を圧迫する
だけでなく、家計の負担ともなります。

組合員や被扶養者の皆さんには健康
管理に十分気をつけていただき、医療
費の節約にご協力をお願いいたします。

・かかりつけ医をもちましょう
・夜間や休日診療を控えましょう
・はしご受診はやめましょう
・ジェネリック医薬品を活用しましょう

負担は、基本的に組合員（掛金）と所属所（負担金）との労使折
半となります。

（掛金部分については、一定率※を超える部分については、全国市町村職員共済組
合連合会の財政調整事業の対象となり、交付金の交付を受けています。）
※平成 25 年度は法定給付に係る掛金率が 1000 分の 48 を超える部分が交付金の対
象です。

【財源率の推移】（一般職員の場合）

＊上記の（　　）は、対前年度増減値を示す。

平成 21年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

 89.66‰  95.52‰  102.24‰  104.72‰  100.72‰
（+5.86‰ ） （+6.72‰ ） （+2.48‰ ） （△4.00‰ ）

21年度 22年度 23年度 25年度24年度

110

100

90

105

95

85

80
（‰）

負担金
(所属所の負担)

掛　金
(組合員の負担)

財政調整
交付金等
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本年９月に長期給付に係る
掛金率が引き上げられます

� 地方公務員共済組合連合会
　平成 21年に行われた地方公務員共済年金における財政再計算により、平成 25年 9月に長期給付に
係る掛金率は、次のとおり引き上げられます。

※�平成 21年に行われた財政再計算に係る情報については、連合会のホームページ
に掲載しております。どうぞご覧ください。

http://www.chikyoren.or.jp/

（注）�給料に係る掛金を算定する場合、掛金率を基本給に乗ずることになっています。したがって、�
諸手当を除いたものに掛金率が乗じられることとなりますので、給料に対する割合は、期末手当
等に対する割合と異なります。

※ �長期給付に係る掛金率は、地方公務員共済組合連合会定款で定めています。

給料に対する割合（注） 101.3500 103.5625
 （+2.2125）

期末手当等に対する割合  81.08　  82.85　
 （+1.77）　

（単位：‰）

定款上の短期財源率
（所要財源率） 100.72‰

100.72‰のうち
前期高齢者納付金 20.03‰
後期高齢者支援金 18.71‰
老人保健・退職者給付拠出金 4.58‰

合　　計 43.32‰

短期給付事業に係る財源率のうち、高齢
者医療制度に対する拠出金に必要な財源率

（特定保険料率）は、右の表のとおりです。
特定保険料率は、組合員の皆さんに高齢

者医療制度への支援について理解を深めて
いただくため、周知することとされていま
す。（奈良県市町村職員共済組合定款第 40
条第２項）

特定保険料率に相当する財源率について

70 歳～ 74歳の方に係る
医療費自己負担割合について
70 歳～ 74 歳の方に係る医療費の自己負担割合は、現役並み所得者を
除き平成 20 年 4 月から法令上 2割負担とされましたが、軽減特例措置の
実施により平成 25 年 3 月まで 1割負担に据え置く措置が講じられてきま
した。この措置が引き続き平成 26 年 3 月まで 1年間延長されます。
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　共済ニュースすこやか等でこれまでお知らせしてきましたとおり、本組合被扶養者認定取扱い要綱及び同取扱い要綱
の取扱い基準の一部を変更し、平成 25 年 4 月 1 日付けで施行しましたのでお知らせいたします。
　変更内容の詳細については、次のとおりとなっています。

なお、3 カ月連続して 108,334 円以上の期間はない場合であっても、1 年
以内 ( 注１) の給与収入の合計額が 130 万円以上となった場合は、超えた月の
翌月をもって認定取消となります。

※�被扶養者認定上の給与収入と
は、税金や保険料等の各種控
除前の総収入額が対象となり
ます。

　�　また、通勤手当（交通費）
について、課税・非課税を問
わず給与収入に含みます。

（注１）1年以内とは……
　1 月から 12 月までの暦年
や、4 月から翌年 3 月までの
年度のような期間を限定するも
のではなく、認定期間中どこか
ら起算しても 1 年以内の間の
収入が 130 万円未満であるこ
とが条件となります。

被扶養者の認定要綱等の一部を変更しました

１．認定対象者の収入の取扱いについて
（1）パートやアルバイトにおける給与収入の捉え方について

　�　被扶養者の認定限度額の捉え方について、給与収入のように月を単位として得られる収入については、従来からの
年額 130 万円に加えて月額 (108,334 円 ) でも判断することといたします。

　�　このため、1 年以内の収入額がたとえ 130 万円未満であったとしても、１カ月の収入額が 3 カ月連続して
108,334 円以上となった場合、4 カ月の初日をもって認定取消しとなります。

　�　ただし、勤務される方の勤務条件 (給料額・勤務時間・勤務日数等 )から 1カ月あたりの収入額を推計した結果、
明らかに108,334円以上となることが見込まれるような場合には、3カ月間の経過を見るまでもなくその時点から
認定取消しとなります。

（2）年金収入の範囲について
　�　これまで認定上の年金収入は、国民年金、厚生年金及び共済年金等の公的年金のみが対象となっていましたが、変

更後は企業年金や個人年金等の私的年金についても恒常的に発生する収入には変わりがないため認定上の収入に含め
ます。

3カ月連続して108,334円以上
となったため翌月で取消し

3カ月連続して108,334円未満
となったため翌月で再認定

13
万
円

13
万
円

10
万
円

13
万
円

13
万
円

10
万
円

12
万
円

13
万
円

10
万
円

13
万
円

12
万
円

10
万
円

1年以内（注1）の合計額が130万円（132万円）以上
となったため、翌月で取消し

１年間
132万

平成25年
4月から

個人年金� 40万円 個人年金� 40万円
企業年金� 20万円 企業年金� 20万円

厚生年金� 100万円 厚生年金� 100万円

国民年金� 40万円 国民年金� 40万円

現行（認定） 変更後（否認定）

変 更
認定上の
年金収入

認定上の
年金収入

認定限度額
180万円

９
万
円

９
万
円

10
万
円

12
万
円

10
万
円

12
万
円

11
万
円

12
万
円

11
万
円

11
万
円

10
万
円

12
万
円

すこやか10 No.233



（注）被扶養者認定上の年金収入とは、介護保険料や税金等の各種控除前の総収入額が対象となります。
　 �  また、課税年金（退職や老齢を支給事由とする年金）に加え、非課税年金（障害や遺族を支給事由とする年金）に

ついても年金収入に含みます。

（3）事業所得（営業、農業、不動産所得等）における必要経費の範囲について
　�　被扶養者とは、「主として組合員の収入により生計を維持されている方」をいいます。その一方で従業員を雇い、そ

の方の生計を維持することは社会通念上不適正であるとの判断により、これまで認定上の必要経費として認めていま
した「給料・賃金」について、変更後は認めないことといたします。

（注�）認定上の事業収入とは、総収入額から社会通念上その収入を得るために必要と認められる直接的な経費を控除した
額となっています。

　�　なお、ここでいう直接的な経費とは、被扶養者認定上の経費であって、所得税法上で認められている経費であって
も認定上は認められない経費もあります。

２．別居の場合の取扱いについて
（1）援助（仕送り）事実の確認について

　�　別居の被扶養者を認定する際に、「主として組合員の収入により生計を維持されていること」について、組合員が別
居している者の生活を経済的に支えていることを客観的に判断するために、今後は援助（仕送り）の事実及び仕送り
額の確認を行うことといたします。

　◦援助（仕送り）額の基準
　　・�月額 35,000 円以上で、かつ認定対象者（別居の認定対象者と同居している者を含む）の総収入の 1 ／ 2 以上
　　＊仕送り額は、認定限度額に含めません。

　◦援助（仕送り）方法
　　・�組合員から別居者への援助方法については金融機関からの送金処理によるものとし、現金の手渡し等援助額が客

観的に確認できないものは認められません。

（2）別居の認定対象者に同居者がある場合の取扱いについて
　�　別居している認定対象者と同居している者に、続柄上組合員と同順位者（父母を認定対象者とする場合の兄弟等）

がいる場合、原則として同居している者を組合員よりも優先して扶養すべき者として取り扱うこととし、同居してい
る者が無収入や低収入である場合を除き組合員の被扶養者として認定を行わないことといたします。

必 要 経 費
（ そ の 他 ）

必 要 経 費
（ そ の 他 ）

必 要 経 費
(給料・賃金 )

必 要 経 費
(給料・賃金 )

必要経費
控除後の
事業所得

必要経費
控除後の
事業所得

現行（認定） 変更後（否認定）

変 更認定上の
事業所得

認定上の
必要経費

認定上の
事業所得

認定上の
必要経費

認定限度額
130万円

最低
援助額

［例２］

別
居
者
の
月
収

援
助
額

╳否認定（援助額不足）

［例１］

別
居
者
の
月
収

援

助

額

○ 認定

月収の
1／2

35,000円

月収の
1／2

35,000円

［例３］

援

助

額

╳否認定（最低援助額不足）

別居者
の月収

月収の
1／2

35,000円
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　　具体的には以下の事例のとおりとなります。

　［事例］

３．被扶養者資格継続調査の取扱いについて
（1）継続調査の対象者について

　�　毎年 7 月 1 日現在認定中の全被扶養者を対象とします。
　�　なお、実施方法、調査期間、必要関係書類等については、各所属所共済事務担当課を通してお知らせいたします。 

　（基本的には、平成 24 年度と同じです。）

（2）職権による認定取消しについて
　�　本組合は、地方公務員等共済組合法の規定に基づき、毎年認定中の被扶養者資格の継続確認を行うため、組合員被

扶養者証の検認を行うこととされています。
　�　検認の方法として、本組合は被扶養者資格確認届書に所得証明書等の必要書類を添えて提出をしていただき、資格

確認を行っていますが、正当な理由がなく関係書類の提出や、問い合わせ事項に対する回答がない場合には、その被
扶養者に係る組合員被扶養者証について検認を受けなかったものとみなして、職権により被扶養者としての資格を取
り消すことができるようになります。

４．既認定中の被扶養者に対する経過措置について
　�　平成 25 年 3 月 31 日までに認定をした被扶養者については、平成 25 年度の被扶養者資格継続調査時において、

変更後の認定取扱い要綱等の規定を適用し認定の可否を判断いたします。
　�　その結果、平成 25 年 4 月以降の被扶養者の収入等の状況に対し、変更前の認定取扱い要綱等では認定要件を満た

していた方が、変更後の認定取扱い要綱等では認定要件を欠くこととなった場合、平成 25 年 7 月 1 日（被扶養者資
格継続調査の基準日）付けで認定を取り消すこととなります。

５．添付書類の変更について
　�　今回の被扶養者認定取扱い要綱等の変更に伴い、被扶養者申告書に添付していただく必要書類の見直しも併せて行

いました。
　�　具体的には、以下のとおりとなっています。

　�　①　すべての認定対象者について、「扶養の事実申出書」及び「世帯全員の住民票」の添付が必要。

　�　②　18歳未満の無職無収入者を除き「所得証明書」の添付が必要。

　�　③　�別居者に対する援助（仕送り）額の確認のため、金融機関の通帳の写し等の援助額が客観的に確認できる書類
の添付が必要。

　�　なお、従来からの必要書類として、年金収入者については最も直近の年金額の確認できる「年金送金通知書」等や、
事業収入者については「確定申告書」及び「収支内訳書」等の写し、給与収入者については「雇用証明書」等が必要
となります。

　※�　必要書類の提出がないと、速やかに認定のための処理ができなくなったり、また認定中の被扶養者については取り消さざるを得
ない状況となってしまう場合もあります。

　　�　特に、給与収入のあった者が退職された場合には、元勤務先にて証明をされた「退職証明書」等が必要となりますが、退職後�
数カ月を経過してしまったことにより、書類の取り寄せに手間取るケースも過去において見受けられます。

　　�　必要書類の取り寄せ・保管にはご注意くださいますようお願いします。

父 母 弟 組合員

3人世帯（収入額：父120万円、母80万円、弟300万円）� 組合員（収入額：600万円）

　弟の収入は組合員よりも低収入であるが、父母弟の総収入 500 万円が、父母弟に適用される認定限度合
計額の 490 万円（（180 万円× 2）＋ 130 万円）を超えているため、3 人で生活可能と判断し、組合員
の被扶養者とはしない。
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年 利
1.2％

� 短期給付の附加給付が変更されます！

組合員貯金

平成25年
4月から

　全国の地方公務員共済組合が実施する附加給付の水準について、健康保険組合等の実施状況を踏まえ、官
民均衡を図る観点から給付水準を見直すよう、総務省より強い指導がありました。このため本組合において
も、次の 2 点について見直しを行います。

　1.�「家族療養費附加金」、「家族訪問看護療養費附加金」及び「一部負担金払戻金」における上位所得者の基礎控除額
を平成 25 年 4 月診療分より段階的に引き上げます。

　本組合の組合員貯金は、貯金加入者の皆さんからお預かりしたお金を、安全かつ効率的
に運用することで収益を得て利息として還元しています。

　利率は、平成 25 年度も年利１．２％ を維持できる見通しとなっています。
　低金利時代の今、金融機関に比べかなりお得になっており、また、毎月の給料及び 
ボーナスから定額を控除し積立てることとなりますので、皆さんのお手を煩わせることな
く貯蓄できます。
　新規組合員の皆さん、まだ組合員貯金に加入されていない皆さん、ぜひご利用ください。

　所得区分の「上位」は、診療月の給料月額が 424,000 円（特別職の場合は 530,000 円）以上の組合員と
その被扶養者をいいます。

　２.�災害見舞金附加金を廃止します。
　　 �平成 25 年 4 月 1 日より廃止します。

所得者区分 現行 所得者区分 平成25年
� 4月診療分～

平成26年
� 4月診療分～

平成27年
� 4月診療分～

一　般
25,000円

一　般 現行どおり（25,000円）

上　位 上　位 33,000円 41,000円 50,000円

６．その他
　�　毎年認定中の被扶養者について、過去において収入超過等により認定取消事由に該当されていたことが判明し、そ

の時点まで遡及して認定取消しを行ったことにより、結果として認定取消日以降に本組合の組合員被扶養者証を使用
して医療機関へ受診された医療費について、組合員本人へ返還請求を行う事例が発生しております。

　�　場合によっては多額の医療費返還金が生じるケースも発生しておりますので、常日頃より認定中の被扶養者の収入
等の状況については把握をしていただき、認定要件に変更があった場合には、遅滞なくその旨の申告をしていただき
ますようお願いします。

積立方法

◦定例積立（毎月の給料）、
◦ボーナス積立（６月・12月のボーナス）
◦随時に積立てられることのできる臨時積立

を利用しましょう！！

なお、組合員貯金事業の詳細につきましては、皆さんに別に配布しています「平成 25 年度版共済組合ミニガイド」をご覧ください。

払 戻 日…払戻日及び請求書の締切日は次のとおりです。

払戻日
（休日の場合は前日）

締切日
（休日の場合は翌日）

一部払戻 毎月 10 日 払戻月の前月 25 日
毎月 25 日 払戻月の 15 日

解約払戻 毎月 25 日 解約月の 15 日
※�締切日は、共済組合への必着日であり、所属所での締切日と

異なる場合がありますのでご注意ください。

お得!
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　　�　本組合では、組合員である皆さんの心身の健康を保持していただくよう、下記の
健(検)診等を行っています。

　　�　被扶養者の方も受診できるものもございますので積極的にご利用ください。

　
成
人
病
健
診
　

対 象 者：�30 歳以上の組合員
受診方法：�検査機関の検診車により巡回健診（所属所から申込みがあった場合、委託定期健康診断と同時

に実施）
健診種目：�胃部検査、心電図検査（35 歳を除く 30 歳代）、 

眼底検査（40 歳以上）、血液検査、大腸検査（希望者のみ）
実施期間：�5 月～ 10 月
注意事項：�人間ドック申込者は対象外。胃部検査、大腸検査の結果必要とされた場合、精密検査を実施 

（7 月～ 2 月予定）

委
託
定
期

健
康
診
断

対 象 者：�組合員
受診方法：�成人病健診と同時に実施（所属所からの申込みによる）
健診種目：�労働安全衛生規則第 44 条の規定に定める定期健康診断項目の中から所属所より申込のあった

項目
実施期間：�5 月～ 10 月

特
定
健
康
診
査

対 象 者：��40 歳以上 75 歳未満の組合員とその被扶養者、任意継続組合員とその被扶養者
受診方法：�特定健康診査受診券をもって指定医療機関にて受診
検査項目：�身長、体重、血液検査、尿検査
　　　　　※医師が必要と判断した場合は、貧血検査、心電図検査、眼底検査を実施
実施期間：�特定健康診査受診券配布後～翌年 3 月末日
注意事項：�所属所の定期健康診断・人間ドックを受診すれば特定健診受診にかえられます。

◦メンタルヘルス相談施設の追加について
　　　�　「ハートランドしぎさん」に加えて「大学院連合メンタルヘルスセンター」（帝塚山大学こころのケアセンターに

てカウンセリング）を追加しました。詳細は裏表紙をご覧ください。
　

◦人間ドック検査項目の追加について
　　◦男性：ＰＳＡ検査（前立腺がん）　　　◦女性：ＣＡ１２５検査（卵巣がん、子宮内膜症）
　　　�　スクリーニング検査として実施されている上記の検査を本組合の人間ドック受診時に追加します。
　　　�　受診者に新たな費用は発生しません。

◦災害見舞品配付事業の一部変更について
　　　�　短期給付の附加給付である「災害見舞金附加金」が廃止されることに伴い、これまで災害見舞金の 2 カ月未

満及び附加給付金の 2 カ月未満の給付決定時に併せて給付されていた災害見舞品（30,000 円部分）が廃止と
なります。ただし、災害見舞金の 2 カ月未満における給付決定がされた場合においても、その災害が災害救助
法の適用を受けた場合に限り、災害見舞品（30,000 円）が給付されます。なお、災害見舞金の 2 カ月以上の
給付決定時に併せて給付される災害見舞品（50,000 円部分）は継続します。

　　　�　その他の保健事業につきましては、皆さんに別に配布しています「平成25年度版共済組合ミニガイド」をご覧
ください。また、平成25年度も次のとおり健（検）診事業を行いますのでご利用ください。

平成25年度における

保健事業の変更点について

健（検）診事業について
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特
定
保
健
指
導

対 象 者：�特定健康診査を受診し、その結果から本組合が必要であると判断した組合員とその被扶養者、 
任意継続組合員とその被扶養者

利用方法：�特定保健指導利用券をもって所属所、若しくは指定医療機関にて利用
実施期間：�特定保健指導利用券配布後～利用券に記載の有効期限

　
人
間
ド
ッ
ク
　

対 象 者：�35 歳以上（脳ドックは 50 歳以上）の希望する組合員と被扶養者
受診方法：�本組合の受診者募集に対し所属所を通じて申し込み、受診券を受け取った後、指定医療機関に

て受診
検査コース：�日帰りコース、1 泊 2 日コース、脳ドックコース（指定医療機関による）
実施期間：�受診券配布後～翌年 3 月 25 日
共済組合助成額：�組合員 20,000 円（節目該当年齢組合員 30,000 円）
　　　　　　　　被扶養者 13,000 円（節目該当年齢被扶養者 19,000 円）

　
婦
人
科
健
診
　

対 象 者：�30 歳以上の希望する女性の組合員と被扶養者
受診方法：�本組合の受診者募集に対し所属所を通じて申し込み、受診券を受け取った後、指定医療機関に

て受診
健診種目：�子宮がん検査（問診・内診・頚部細胞診）、 

乳がん検査（問診・内診・触診）
実施期間：�受診券配布後～翌年 3 月 25 日
共済組合助成額：�上記健診種目に限り、全額負担
　　　　　　　　�マンモグラフィー、乳腺超音波検査を婦人科健診若しくは、人間ドックの追加検査とし

て受診の場合は一部助成（2,000 円助成）

　
歯
周
病
検
診
　

対 象 者：�20 歳から 60 歳までの 5 歳刻みの節目該当年齢組合員
受診方法：�受診券をもって指定歯科医療機関にて受診
検診種目：�歯周組織の検査、問診、指導
実施期間：�受診券配布後～翌年 3 月末日
共済組合助成額：�3,000 円
注意事項：�検診当日、歯科医療機関で 4,000 円を支払い、「歯周病検診費用請求書」にて所属所共済事

務担当課を通じて共済組合に費用請求を行うことで後日、給付金等振込口座に送金します。 
（自己負担額 1,000 円）

◦若年層からの意識付けが大切です！◦
　どんな病気も気づいてからの治療では、どうしても後手にまわってしまうので治療期間も費用も嵩んでしまい
ます。そうならないためには、日々の生活習慣をただすことと、何よりも『予防』が重要です。
　共済組合が行っている歯周病検診は平成 24 年度より
対象年齢を 20 歳からに引下げました。虫歯や親不知な
ど、歯のことでしか日ごろ歯科医院に行かない方も多い
と思いますが歯周病は糖尿病など全身疾患にも通じる恐
ろしい病気です。そこで大切なのが、やはり『早期発見・
早期治療』であり、罹患しないままの『予防』ができれ
ばいうことはありません。
　次のグラフは平成 25 年度 1 月末現在の歯周病検診
の受診率です。「まだ若いから大丈夫」という意識からか、
若年層の受診率の低さが目立ちます。しかし、若年層か
らこまめに受診し、予防することが将来の健康にもつな
がるのです。
　今年度の対象者の皆さん、受診券がお手元に届きまし
たら、この機会に是非受診してください。
　受診券は、6 月中に配布する予定をしています。

歯周病検診 受診率

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

20歳 25歳 30歳 35歳 40歳 45歳 50歳 55歳 60歳 合計
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　平成 25 年１月発刊の共済ニュースすこやか１月号でご案内いたしました優
待割引事業につきまして、平成 25 年４月１日より下記のとおり一部変更にな
りましたので、ご注意ください。
　これから、ゴールデンウィークなどのレジャー時に外出するには気持ちのい
い季節となってまいりました。せっかくの機会です。ご家族とご一緒にぜひ 
この優待割引事業をご利用ください。
　なお、優待割引事業の各施設一覧及び割引内容につきましては、別に配布し
ています「平成 25 年度版　共済組合ミニガイド」をご覧ください。

１．施設利用割引券における有効期限の変更
　施設利用割引券につきましては、本組合ホームページより取得することができますが、記載しています有効期限を 
次のとおり変更しました。

【変更後】　平成 25 年 4 月 1 日～平成 26 年 3 月 31 日

【変更前】　平成 25 年 1 月 1 日～平成 25 年 3 月 31 日

２．優待割引対象施設の追加について
　平成 25 年４月１日より、対象施設として「ナパラゴルフクラブ」を利用できるようになりました。

　◦ナパラゴルフクラブ　　奈良県天理市山田町 888 番地　　　TEL　0743-68-6001
割引内容
・�平日、18H プレー及びナイター 9H プレーにおいて、ビジターキャンペーン料金より更に 500 円引（平日

9H プレーを除きます）
・�土日祝日において、ビジターキャンペーン料金より更に 500 円引（9H・18H プレー・時間帯問わず）
・�練習場利用特典
　①平日 17 時以降の利用の場合、貸ボール 1 球単価　通常 8 円→ 5 円
　②ＩＣカードチャージに入金の際、入金金額に応じて次の金額分をプレゼント
　　　・2,000 円入金　→　プラス 200 円　　　　・3,000 円入金　→　プラス 300 円
　　　・5,000 円入金　→　プラス 700 円　　　　・10,000 円入金　→　プラス 2,000 円

※�ナパラゴルフクラブを利用される該当者の組合員証又は組合員被扶養者証を優待施設割引券と一緒に
窓口に提示してください。

３．優待割引内容の変更について
　下記の施設の割引内容が変更されました。

　◦東映太秦映画村　
　　　【変更後】　子供（3 歳以上）1,100 円→ 800 円

　　　【変更前】　子供（4 歳以上）1,100 円→ 800 円

　◦ガーデンミュージアム比叡
　　　【変更後】　入園料金より２割引

　　　【変更前】　一般入園料金より２割引

　◦パルケエスパーニャ
　　　【変更後】　パスポート、２ＤＡＹパスポート、ムーンライトパスポートの通常料金より約 15％引

　　　【変更前】　パスポート、２ＤＡＹパスポート、ムーンライトパスポートの通常料金より１割引

優待割引
に関するお知らせ
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1. 貸付事故者に対する貸付制限について
　�　全国市町村職員共済組合連合会が運営する貸付債権
共同保全事業が民間保険会社に移行したことに伴い、
平成24年4月以降に貸付事故となった場合、損失し
た債権額の補てんのため、民間保険会社に保険金を請
求することとなりました。
　�　この貸付保険金の受領後に行った貸付けが再び貸付
事故となった場合、保険金の対象とならないことから、
貸付保険金の対象となった者は再度の貸付けを行わな
いこととなりましたので、次のとおり「貸付事故者に
係る貸付けの取扱基準」の一部を変更しました。

～貸付事故者に係る貸付けの取扱基準～
　第1　目的
　　�　この基準は、貸付事故者に係る貸付けに関し必要
な事項を定めることを目的とする。

　第2　定義
　　�　貸付事故者とは、地方公務員等共済組合法（昭和
37年法律第152号。以下「法」という。）に基づ
き設立された市町村職員共済組合及び都市職員共済
組合（以下「共済組合」という。）から貸付けを受け
た者で、次の各号に掲げる者とする。

　⑴�　共済組合の貸付規則（以下「規則」という。）によ
る即時償還を命じられた者で、即時償還期日までに
全額を償還しなかった者。

　⑵�　破産法（平成16年法律第75号）による破産手
続開始の決定を受けたことにより、共済組合の貸付
金について償還できなくなった者。

　⑶�　民事再生法（平成11年法律第225号）による
再生手続開始の決定を受けたことにより、共済組合
の貸付金について償還できなくなった者。

　第3　貸付事故者に係る貸付け
　　�　前項に規定する貸付事故者から貸付けの申込
みがあった場合、貸付けを行わないものとする。�
ただし、全国市町村職員共済組合連合会貸付債権共
同保全事業に関する規則第2条の2に定める貸付
保険の支払対象となっていない者で、次の各号に掲
げる者に対しては、貸付けを行うことができる。

　⑴�　規則に定める償還表又は理事長が別に定める償還
表により償還し、当該償還が5年以上にわたり引き

続いている者。ただし、住宅に係る貸付金の未償還
元利金がある場合は、引き続く償還期間が10年以
上ある者とする。

　⑵�　貸付金を全額償還した者。
　⑶�　前二号の規定にかかわらず、貸付けの申込みをし
た者の貸付事由が法で定める非常災害である場合
で、当該貸付けを実施することが、合理的かつ相当
な理由があるとして理事長が貸付けを認めた者。

　第4　貸付事故者に係る貸付金の限度額
　　�　前項ただし書きにより貸付けを行う場合の貸付金
の限度額は、規則第5条に定める限度額から貸付け
の申込時における既貸付金の未償還元金の額（破産
法の規定により免責された債務額、調停により減額
された債務額及び民事再生法により免除された債務
額を含む。）を控除した金額とする。

2. 貸付申込みの際の添付書類の追加について
　イ．「貸付事故の有無に係る確認等について」
　　�　他の市町村職員共済組合又は都市職員共済組合の
組合員であった貸付申込者については、過去に貸付
保険事故者となっていないかを確認するため、貸付
申込みの際に、書面による申告書の提出が必要とな
りました。

　　�　なお、この書面により内容の確認が必要な場合は、
全国市町村職員共済組合連合会に貸付保険の有無に
関する信用情報を照会することがあります。

　ロ．「部分休業者に係る減額後の給料月額算定書」
　　�　部分休業者の借入状況等申告書の算定の基礎とな
る給料月額は、減額後の給料月額となります。この
ため、借入状況等申告書の給料月額欄には、減額後
の給料月額を記入していただくことになりますが、
減額後の給料月額が把握できない場合は、正規の勤
務時間及び貸付申込者の該当月における休業予定時
間（申請時間）により、減額後の給料月額を「部分
休業者に係る減額後の給料月額算定書」により計算
していただき、貸付け申込書一件書類と一緒に提出
していただくことになりました。

3. 施行日について
　平成25年4月1日より施行いたします。

�貸付制度の一部を変更しました平成25年
4月1日より

17平成 25 年 （2013）　4 月



《被用者年金一元化法について》
　昨年 8 月 10 日、「社会保障・税一体改革」の年金改革関連法案である「被用者年金制度の一元化等を図
るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律」が成立（平成 24 年 8 月 22 日公布）し、平成 27 年
10 月から施行されることになりましたので、その概要について、お知らせいたします。

1 厚生年金に公務員及び私学教職員も加入することとし、２階部分の年金は厚生年金に統一されます。

2 共済年金にある公的年金としての３階部分「職域部分」は廃止され、廃止後の「新たな年金制度」
は、別に法律で定められます。

３ 共済年金の１・２階部分の保険料を引き上げ、厚生年金の保険料率に統一されます。

　保険料率は、現在も毎年 0.354％ずつ引き上げていますが、この引き上げスケジュールを法律に位置付け、公務
員は平成 30 年に、私学教職員は平成 39 年に 18.3％で統一されます。

４ 厚生年金事業の実施に当たっては、効率的な事務処理を行う観点から、共済組合等が活用されます。

５ 共済年金と厚生年金の制度的な差異は、基本的に厚生年金に揃えて解消されます。

被保険者の年齢制限

未支給年金の給付範囲

老齢給付の在職支給停止

障害給付の支給要件

遺族年金の転給

企業
年金

職域加算
部分

3 階
部分

厚生年金 共済年金 2 階
部分

国 民 年 金 （ 基 礎 年 金 ） 1 階
部分

第１号
被保険者

第３号
被保険者

第２号
被保険者

第２号
被保険者

（自営業者等）（民間会社・
公務員の被扶

養配偶者）
（民間会社等）

（地方・国家
公務員等）

企業
年金

新たな�
年金制度

3 階
部分

厚生年金に一元化 2 階
部分

国 民 年 金 （ 基 礎 年 金 ） 1 階
部分

第１号
被保険者

第３号
被保険者

第２号
被保険者

（自営業者等）（民間会社・
公務員の被扶

養配偶者）

（民間会社等）（地方・国家
公務員等）

現　在　の　制　度 被用者年金一元化後の年金制度（平成27年10月以降）

厚　生　年　金 共　済　年　金

◦70歳まで ◦��年齢制限なし

◦�死亡した者と生計を同じくしていた配偶者、子、父母、孫、
祖父母、又は兄弟姉妹

（注:年金機能強化法により、甥姪など3親等内親族にも拡大）

◦��遺族（死亡した者によって生計を維持していた配偶者、
子、父母、孫、祖父母）、又は遺族がないときは相続人

◦�老齢厚生年金受給者が厚生年金被保険者となった場合
　・�65歳までは、（賃金+年金）が28万円を超えた場合、年

金の一部又は全部を支給停止
　・�65歳以降は、（賃金+年金）が46万円を超えた場合、年

金の一部又は全部を支給停止
◦�老齢厚生年金受給者が共済組合員となっ た場合
　・�年金の支給停止なし

◦��退職共済年金受給者が共済組合員となった場合
　・�（賃金+年金）が28万円を超えた場合、年金の一部又は

全部を支給停止。3階部分は支給停止
　　※�私学共済の退職共済年金受給者が私学共済加入者と

なった場合は、厚生年金と同様の方式
◦��退職共済年金受給者が厚生年金被保険者等となった場合
　・�（賃金+年金）が46万円を超えた場合、年金の一部又は

全部を支給停止

◦�初診日の前々月までの保険料納付済期間及び保険料免除
期間を合算した期間が3分の2以上必要（保険料納付要件
あり）

◦��保険料納付要件なし

◦� 先順位者が失権しても、次順位以下の者に支給されない
（例:遺族年金受給中の子供のいない妻が死亡すると、その遺
族年金は支給されなくなる）

◦��先順位者が失権した場合、次順位者に支給される
（例:遺族年金受給中の子供のいない妻が死亡したとき、一定
の場合、その遺族年金が父母等に支給される）
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＼年金額が減額されます／

～平成 27年 10月から年金制度が変わります～

６ 保険料及び給付額の算定基礎について、標準報酬制に移行されます。

　現行は給付額の算定基準として、手当率制（給料月額× 1.25）を採用していますが、改正後は地方公務員共済の
長期給付が厚生年金となることに伴い、厚生年金が採用している標準報酬制に移行されます。

７ 厚生年金に統合されるため、地方公共団体の長の加算特例は廃止されます。

　被用者年金一元化に伴い、保険料及び給付額の算定基礎が標準報酬制になるとあります
が、標準報酬制とはどのようなものですか。

　町役場に勤務する昭和28年７月11日生まれの者ですが、私の場合、退職共済年金は何歳か
ら受け取ることができるのですか。
　また、今回の法改正で支給開始年齢に影響はありますか。

　標準報酬制とは、４～６月の報酬（手当を含む）の平均額を標準報酬の等級に当て
はめて標準報酬を決定し、これを給付額等の算定基準とするものです。
　なお、短期・福祉事業も同じく標準報酬制に移行されます。

　退職共済年金は、本来65歳から支給されることとなっていますが、共済組合の加入
期間が１年以上ある方の支給開始年齢については、その方の生年月日に応じて定めら
れています。
　そのため、昭和28年４月２日から昭和30年４月１日までの間に生まれた方は、61
歳から退職共済年金が支給されることとなります。なお、今回の法改正による支給開
始年齢への影響はありません。
※上記については、一般組合員の場合であり、特定消防組合員の支給開始年齢とは異なります。
※平成27年10月以降の退職共済年金は、老齢厚生年金となります。

被用者年金一元化等に関するＱ＆Ａ

Ⅰ．追加費用削減による減額� ＜平成25年8月分から＞
	� 　追加費用削減のため、追加費用対象期間（昭和37年11月30日以前の恩給制度等の加入期

間）にかかる年金が、本人負担の差に着目し27％減額されます。

	� 　追加費用とは・・・�昭和37年12月以前に恩給制度等に加入していた期間がある場合は、現行
制度に引き継がれ、その期間と合わせて年金が支給されており、その財
源は、国又は、地方公共団体が「追加費用」として負担しています。

Ⅱ．特例水準解消による減額� ＜平成25年10月分から＞
	� 　現在の公的年金額は、過去の物価下落時に年金額を据え置いた経緯から、特例的に本来支給 

すべき水準（本来水準）よりも「2.5％」高い水準の金額（特例水準）で支払われており、この差
を 3 年（平成 25 年 10 月から1％、平成 26 年 4 月から1％、平成 27 年 4 月から 0.5％）かけて 
引き下げし、特例水準を解消するものです。
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平成25年度「年金相談会」実施要領

平成25年度 「年金相談会」開催のお知らせ
組合員の方々の将来における生活設計の一助としていただくため、次の実施要領に基づき年金相談

会を実施いたします。

１．対象者　　57歳以上（昭和32年４月１日以前生まれ）の組合員及び元組合員。
２．開催日時、場所等
　　�　以下の日程で開催を予定いたしておりますので、ご都合に応じ、参加希望の開催場所をお選びいただ
き、ご参加ください。

　　�　ただし、会場等の都合によって定員を超えることとなった場合には調整させていただく場合もございま
すので、予めご承知おきください。

（１）開催日・会場
　

（２）開催時刻
　　　いずれの会場についても、原則午後1時30分からの開始を予定しています。

（３）相談会内容等
　　　以下の主な内容について、個別に説明及び質疑応答を行います。（一人あたり20分程度）
　　　①地共済年金情報Webサイトを利用した年金見込額について
　　　②�各種年金制度について（再就職による年金の一部支給停止、65歳からの老齢基礎年金、複数年金の

併給調整、繰上げ等）
　　　③退職後の健康保険について

３．申込方法等
　�　参加募集等につきましては、共済組合より各所属所の共済事務担当課に対して通知いたします。参加を希
望される場合には、所定の申込書等を提出いただくこととなります。
　�　なお、申し込みは各所属所で取りまとめての申し込みとなりますので、共済事務担当課までお問い合わせ
ください。
　　※参加は１人１回限りです。（複数回の参加はできません。）

平成25年 8月 23日（金） 三の丸会館（大和郡山市）
9月 12日（木） 奈良県社会福祉総合センター（橿原市）
10月 10日（木） 田原本町青垣生涯学習センター（田原本町）
10月 30日（水） やまと郡山城ホール（大和郡山市）
11月 6日（水） 奈良県社会福祉総合センター（橿原市）
12月 6日（金） 田原本町青垣生涯学習センター（田原本町）

※�開催場所の後ろの（　）内は、その施設の所
在する市町村名を示しています。
※�開催日程及び開催会場については、都合に
よって変更となる場合もございますので、参
加いただくにあたりましては、各所属所の共
済事務担当課までお問い合わせください。
※�参加にあたりまして会場までの交通費は、自
己負担となります。（会場により駐車料金が
必要となる場合もありますので、あらかじめ
ご了承ください。）

地共済年金情報Webサイトをご利用ください
年金相談会の参加対象年齢外の方で年金額を知りたい場合は・・・

　地共済年金情報 Web サイトでは、現役世代の皆様が将来受給することとなる退職共済年金の見込額や共済組
合の加入期間に係る老齢基礎年金の見込額などをご覧いただけますので、将来の生活設計などにご活用ください。

　地共済年金情報Webサイト上で申込みいただくと、ご利用に必要なユーザー ID・
パスワード通知書が申込みから２～３週間後にご自宅へ郵送されます。

利用方法

（注）利用年度に退職共済年金の支給開始年齢に到達される方は、ご利用いただけませんのでご了承ください。

地共済年金情報Webサイトは、次のアドレスからどうぞ
https://www.chikyonenkin.jp/

又は、
　　　「地共済年金情報Webサイト」で検索してください。
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　予防先進国では定期検診率が 80 ～ 90％と言われています。日本は何％かご存知ですか？
　なんと数％しか定着していないのです。8020 運動を推進している現在 80 歳で 20 本の歯を保つには	
定期検診は欠かせません。定期的に検診を受けることが、むし歯や歯周病の予防につながるのです。

　  むし歯や歯周病は再発の多い病気です!
体と同じように､ お口の中の環境も年齢や生活環

境によって変化します｡ 歯肉が下がったり､ 歯がす
り減ったり ･･･｡ それらの変化に伴いむし歯ができ
たり安定している歯肉が腫れたりする事があります｡

　  初期のむし歯や歯周病は自覚症状がありません!
特に歯周病は Silent Disease（静かなる疾患）

と呼ばれているほど､ 患者さん自身が症状に気付くの
は困難とされています｡ 定期的な検診により､ 早期
発見･早期治療が可能となるのです｡

　  歯磨きだけでは落とせない汚れがあります!
毎日の歯磨きだけで100%の汚れを落とすのは不

可能です｡ 歯科医院へ行かないと取れない歯石やス
テイン (着色 ) 等もあります｡

　  むし歯や歯周病は予防できます!
むし歯や歯周病は〝生活習慣病〝と言われていま

す｡ 糖尿病や高血圧症等､ 体の生活習慣病と同じよ
うに生活習慣や日頃のケアに気をつけていれば予防
できるのです。

定期検診は､ 患者さんのお口の状態や生活環境等
によって異なりますが、概ね３～６ヶ月毎です。長
くても 1年に１回は定期検診を受けることをお勧め
します。
今までは “ 歯が痛くなったから歯科医院へ行く”

或いは“噛めなくなったから行く”と言う理由で歯
科医院に行っておられたと思います。この場合、痛
みを伴う治療になったり、治療期間が長くなったり
することが多くなります。
これからは、“むし歯や歯周病にならない為に行く”

という考えに変えてみてはいかがでしょう？むし歯
や歯周病は予防できる疾患です。たとえなってしまっ
ても、早期発見・早期治療により、痛みも時間も最
小限ですむのです。
歯は髪の毛や爪と違い、増えたり生えかわったり

しない大切なものです。いつまでも自分の歯で過ご
せるようにお口の中を十分に管理していきましょう。

治療の成功は治療が終了してから､ 長期間にわた
り健康な状態が維持できて､ 初めて評価できるもの
と思います｡ ご自身の歯は､ 自分自身で守ることが
できるのです｡ もう､ 痛みがあってから治療すると言
う従来型の歯科治療から脱却して､
いつまでも健康なお口を維持す
るために歯科医院に行くと言
う考えに変えてみてはいか
がでしょうか ?

｢あの歯科医院へ行っ
ていれば安心だ｣ と歯科
医を信頼し､ 安心感を持
つことが必要です｡ そし
て無理なく通院でき､ 定
期検診そのものが日常的
にライフスタイルに組み
込まれる必要があります。

　  お口全体のチェック
a. むし歯の有無	 b. 歯周病のチェック
c. 入れ歯のチェック	d. 汚れのチェック
＊�Ⅹ線撮影による診断が必要な場合もあります｡

　  お口のお手入れのチェック
a. お家でのブラッシングの確認
b. 汚れが残っている所のブラッシング指導

　  クリーニング
a. 歯垢（プラーク）・歯石・ステイン（着色）の除去
b. �前項終了後､ 表面を磨いてツルツルの状態にし､

むし歯や歯周病にかかりにくくします。（PMTC）
c. �入れ歯のクリーニング

　  フッ素塗布
a. �歯の表面にフッ素を塗布することによって歯質

を強くします。
　＊�PMTC・フッ素塗布は場合によって、保険外に費用がか

かることもあります。

　  歯科相談
a. �むし歯や歯周病以外でも､ 歯医者さんは相談に

のってくれます｡ 何でも気軽に相談しましょう。

定期検診のススメ

なぜ定期検診をするの?

どのくらいの間隔でいいの? 定期検診の日常化

どんなことをするの?

その2

⒈ ⒈

⒉ ⒉

⒊

⒊

⒋
⒋

⒌
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お口の健康

㈳奈良県歯科医師会
産業歯科委員会

〒630-8002 奈良市二条町２丁目９番２号
TEL ０７４２‒３３‒０８６１　http://www.nashikai.or.jp/
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奈良県市町村職員共済組合
保養施設利用助成対象施設保養施設のご案内
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電話健康相談、メンタルヘルス相談、健康・こころのオンラインのご案内

電話健康相談 メンタルヘルス相談

� 新たにメンタルヘルス相談ができる場所が増えました！

健康・こころのオンライン

NEW!!

▪�予約した日に、カウンセリング室で組合員証又は
組合員被扶養者証を提示してから、メンタルヘル
ス相談を受けてください。

相 談 員	 �「ハートランドしぎさん」に勤務する�
臨床心理士

相談場所	 財団法人信貴山病院�
	 ハートランドしぎさん
利用方法	 �利用者本人が、相談予約専用電話で臨床

心理士に直接相談日時の予約。
相談時間	 受付時間内で 1回につき 60分以内
費用負担	 �相談料は共済組合が負担
	 ※�ただし、同一内容のカウンセリングは、1人

3回を限度とします。

相 談 員	 �「大学院連合メンタルヘルスセンター」に属する臨床心理士

相談場所	 帝塚山大学　こころのケアセンター
利用方法	 �相談予約専用メールにて申込み　　

	 アドレス 　soudan2@mental-health-center.jp

相 談 日	 第 1･3 水曜日、第 2･4 金曜日（当該日が祝日の場合は原則前日）
相談時間	 14:00 ～ 17:00　1 回 50 分　※初回面談は 90 分

費用負担	 �相談料は共済組合が負担
	 ※�ただし、同一内容のカウンセリングは、1人 3回を限度とします。

組合員及び家族の健康づくりを目的として、 
メンタルヘルス相談を下記のとおり行っています。

受付時間：火・木曜日　午前9時から午後4時まで
【日･祝祭日及び年末年始（12月30日～1月3日）を除く】

�（奈良市学園前南3丁目1番3号）

『財団法人信貴山病院 
 � ハートランドしぎさん』

『帝塚山大学こころのケアセンター』

相談予約専用番号

0745 –72 – 5307

 「健康・こころのオンライン」は、皆さんの体と
こころの健康をサポートするＷebサイトです。
　電話・メール等、健康相談の窓口として、急な症状
やお悩み等にお答えします。
　本組合ホームページの「組合員のページ」内に掲
載しておりますので、ご家族の健康ツールとしてぜひ�
お役立てください。

http://www.kyosai-nara.jp/
※�ログインには、ユーザーＩＤ及びパスワードが必要です。ユー
ザーＩＤ及びパスワードは、組合員証の「保険者番号」です。

　健康に関すること・育児や介護に関すること・
健康に関する情報の提供・福祉機関の施設に関
すること・その他健康全般に関することは何で
もご相談ください。
※�電話健康相談は、一般的な助言の範囲内で健康に関わ
る相談のみを行っています。診断治療等の医療行為を
行うものではありません。電話相談事業では個人情報保
護法を遵守しています。
※�この電話健康相談は、本組合が信頼できる専門機関に
依頼して開設しているものです。

健康の悩みは、こちらへどうぞ。
すばやく、的確にサポートいたします。

年中無休・無料
0120-031-199

※�メンタルヘルス相談は、個人情報保護法を
遵守し、相談員は、相談者のプライバシー
を厳守し機密を保持します。

※�メンタルヘルス相談は、個人情報保護法を遵守し、相談員は、
相談者のプライバシーを厳守し機密を保持します。


